
○美浜町宅地分譲要綱 

平成２７年１０月２７日 

告示第９２―３号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、美浜町が分譲する宅地（以下「分譲宅地」という。）の分譲に関し

必要な事項を定めるものとする。 

（分譲対象者） 

第２条 分譲宅地の買主となることができる者（以下「分譲対象者」という。）は、次の

各号に掲げる条件を全て具備する者でなければならない。 

(1) 自己の居住する住宅を建築するための宅地を必要としていること。 

(2) 町長が指定する期日までに分譲代金の支払ができること。 

(3) 分譲対象者及び同居しようとする全ての者が地方税等を滞納していないこと。 

(4) 分譲対象者及び同居しようとする全ての者が美浜町暴力団排除条例（平成２４年美

浜町条例第１２号）第２条第１号に規定する暴力団若しくは同条第３号に規定する暴

力団員等又はそれらと密接な関係を有している者でないこと。 

（分譲の申込み） 

第３条 分譲を希望する分譲対象者（以下「申込者」という。）は、美浜町分譲宅地購入

申込書（様式第１号）に次の書類を添えて町長に申し込まなければならない。 

(1) 申込者及び同居しようとする全ての者の住民票の写し 

(2) その他町長が指示するもの 

２ 第１項に規定する申込みは、先着順に受付けするものとする。ただし、同一物件につ

いて、募集期間内に複数の申込みがあった場合は、抽選により分譲対象者を決定する。 

（分譲の決定） 

第４条 町長は、前条第１項に規定する申込書を受理したときは、その内容を審査し、分

譲を決定するものとする。 

２ 町長は、前項の審査の結果を美浜町分譲宅地承認決定通知書（様式第２号）又は美浜

町分譲宅地不承認決定通知書（様式第３号）により、速やかに通知するものとする。 

（分譲価格） 

第５条 分譲価格は、用地取得費、宅地造成費その他社会情勢等を勘案して、別途町長が



定める。 

（契約の締結） 

第６条 第４条の規定により分譲が決定された申込者（以下「分譲決定者」という。）は、

同条第２項の規定による承認決定通知書を受け取った日から町長が指定する期日まで

（原則として３０日以内）に美浜町分譲宅地契約書（様式第４号）により、美浜町宅地

分譲売買契約（以下「契約」という。）を締結するものとする。この場合において、契

約の締結に必要な費用は、分譲決定者の負担とする。 

（契約保証金） 

第７条 分譲決定者は、契約の締結時までに、分譲価格の１００分の１０に相当する額を

契約保証金として、町長に納入しなければならない。 

（分譲の条件） 

第８条 町長は、宅地を分譲する場合には、次に掲げる条件を付するものとする。 

(1) 営利を目的とした建物（店舗、事務所、アパート、作業場、倉庫等）を建築するこ

とはできない。ただし、自己の居住する住宅であって、延べ床面積の２分の１以上が

住宅の用に供されている、店舗、事務所その他これらに類する用途を兼ねるもの（風

俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２

条に規定する風俗営業及び美浜町暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団若し

くは同条第３号に規定する暴力団員等又はそれらと密接な関係を有している者の事務

所は除く。）は、この限りでない。 

(2) 建築物の高さの最高限度は１０メートルとする。 

(3) 形態及び意匠は、周囲の景観と調和したものとし、色彩については極端な原色は避

けること。 

(4) 宅地を資材置場、野積場その他これに類する目的に使用することはできない。 

(5) 購入した宅地を１０年間は、町長に無断で第三者に転売することはできない。 

(6) 住宅の建設は、分譲宅地の引渡し日以後、３年以内に着手するものとする。 

(7) 分譲決定者は、自治会へ加入し、その活動に積極的に参加しなければならない。 

（分譲代金の支払） 

第９条 分譲決定者は、分譲代金を契約の締結の日から町長が指定する期日まで（原則と

して６０日以内）に納入しなければならない。 



２ 第７条に規定する契約保証金は、分譲代金の一部に充当するものとする。 

（契約の解除） 

第１０条 町長は、分譲決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、分譲宅地承認の

決定を取り消し、又は契約を解除できるものとする。この場合において、分譲決定者は、

違約金として分譲価格の１００分の１０に相当する金額を町長に支払うものとする。な

お、第７条に規定する契約保証金は、違約金の一部に充当することができる。 

(1) 分譲の申込が虚偽の記載又は不正の手段によって行われたとき。 

(2) 第２条に規定する資格要件を欠くに至ったとき。 

(3) 第６条に規定する契約を町長の指定する期日までに締結しないとき。 

(4) 第８条に規定する分譲の条件を欠くに至ったとき。 

(5) 前条第１項に規定する分譲代金を町長の指定する期日までに支払わないとき。 

(6) 契約条項に違反があったとき。 

(7) 分譲決定者の事由により契約の解除を申し出たとき。 

２ 分譲決定者は、前項の規定によりこの契約を解除され損害を受けても、町長にその賠

償を請求できないものとする。 

３ 町長が、第１項の規定によりこの契約を解除したときは、分譲決定者は町長の指定す

る期日までに、分譲決定者の負担において宅地を現状に復して返還するものとする。 

（所有権移転登記及び登記手続） 

第１１条 当該宅地の所有権は、分譲代金完納後分譲決定者に移転するものとし、町長は

速やかに所有権移転登記を行うものとする。 

（登記費用の負担） 

第１２条 所有権移転登記に要する費用は、分譲決定者の負担とする。 

（分譲宅地の引渡し） 

第１３条 分譲宅地の引渡しは、町長が指定する期日に現地において町長及び分譲決定者

双方立会の上行うものとする。この場合において、住宅の建設着手は分譲宅地の引渡し

日以後とする。 

附 則 

この要綱は、平成２７年１１月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月３１日告示第６８号） 



この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年８月１０日告示第８８号） 

この要綱は、公表の日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第４条関係） 

様式第４号（第６条関係） 

 


